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１． 本事業の実施概要 

 

以下の通り、令和５年度中小企業の人材確保に関する調査事業（中小企業実態調査委託費）

を実施した。 

 

（１） 調査の趣旨・目的 

 近年、デジタル化や脱炭素化、個人の価値観の多様化など、経営環境の変化が顕在化する中

で、企業が経営環境の変化に対応しながら、持続的に企業価値を高めるためには、事業ポート

フォリオの変化を見据えた人材ポートフォリオの構築、イノベーションや付加価値を生み出す

人材の確保・育成などが必要となる。 

一方で、少子高齢化に伴い、生産年齢人口の減少が進む中で、特に地域においては、人材不

足が喫緊の課題となっている。人材不足の解消策の１つとして、兼業・副業人材をはじめとし

た多様な人材の活用が鍵となるが、こうした人材を確保するためには、経営課題とその背景に

ある人材課題を明らかにした上で、業務の切り出し、求める人材像やスキルの整理・具体化等

が必要となる。 

本事業では、中小企業が戦略的な人材活用やマネジメントを実施する上で前提となる「ジョ

ブの明確化」に着目し、ジョブの明確化を通じて経営課題や人材課題の解決に至った実践事例

の収集と分析を行うことにより、地域企業が多様な人材を確保するために求められる対応・取

組のエッセンスを抽出・整理する。 

 

（２）調査期間 

2023 年 9 月 20 日～2024 年 2月 29日 
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２． 具体的な実践事例の収集・分析 

 

 

（１） 事前企業調査について 

調査にあたり、弊社取引先 6社に事前インタビューを実施し、企業の現状の取組状況や課題

を整理した。 

 

■調査期間： 

2023 年 10月～2023 年 11 月 

 

■調査対象： 

弊社にて 2022 年度に採用支援した 224 社の求人を①職務内容が詳細に言語化されている

か、②求めるスキルや経験等を細かく規定しているか、の判断基準にて整理した。このうち、

経験者採用を積極的に実施し、職務内容やスキルも細かく明確化して人材確保を進めている地

域企業 6社を選定した。 

 

■調査結果： 

 各企業のヒアリングをもとに、人材の採用・育成・定着の観点から現状・課題・取組を整

理した。この際、同社に導入されている雇用形態にも着目してヒアリングした。

 

 

（２）文献調査について 

文献調査等をもとに、①ジョブ型の人事制度を導入していると考えられる企業、②兼業・副

業による外部人材の活用や、経験者採用の積極的な導入等を実施している企業の事例を中心に

収集した。 

 

■調査期間 
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2023 年 10月～2023 年 12 月 

 

■調査対象 

業務の切り出し、求める人材像の具体化等を積極的に行っている全国の企業を対象とした。 

 

■調査結果： 

・ジョブ型の人事制度には多様な視点・設計がありえる。 

・自社に必要な職務の定義＝「ジョブの明確化」を第一歩として、戦略的な人材活用・マネジ

メントの実施につながる。 
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（３）企業インタビューについて 

（２）の結果を踏まえて、「ジョブの明確化」が戦略的な人材活用・マネジメントにつなが

ることの有効性を検証するとともに、中小企業が抱える課題解決の具体的なステップを整理す

るため、計 18 社に対して企業インタビューを実施した。 

なお、「求める人材像」や「従業員の目指す姿」が明確化されていると、企業成長につなが

っているとのデータがあることからも、本調査における「ジョブの明確化」は、単に業務内容・

職種（例：営業職募集）を明確化するだけではなく、人材（従業員）に対して求める役割や期

待成果・今後のキャリア等を示すことを指す。 

 

■調査期間 

2024年 1 月～2024 年 2月 

 

■調査対象 

ジョブの明確化を実施した上で人材採用・育成・定着の人事施策に取り組む、関東経済産業

局管内企業含む全国の企業経営者・人事担当者を対象とした。 

 

■調査結果（全体）： 

・ジョブの明確化においては、単に業務内容・職種を明確化するだけではなく、社員に対して

求める役割や期待成果を明確化することが、重要な要素であることを確認できた。 

・各企業で様々な経営課題がある中で、会社の目指すべき方向性＝経営方針を明確化すること

で、ありたい姿と現状のギャップを埋めるための具体的な施策が検討可能となるとともに、従

業員エンゲージメントの向上にもつながっていた。 

・1on1 面談等を通じて従業員に期待役割を伝えていくことで、従業員のキャリアが明確にな

り、人材定着に有効であることが分かった。 

・ジョブの明確化を起点として、新規採用・外部人材活用、人材育成・人事評価制度の構築、

働き方改革等の戦略的な人材活用・マネジメントの実行につながっていることが分かった。さ

らに、効果の１つとして、生産性向上や既存事業の強化、新事業創出等の経営課題解決につな

がった事例が見られた。 
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３．地域における活用可能性の分析・調査 

 

（１）人材向け意識調査について 

株式会社みらいワークスが有する地方転職・副業プラットフォームである「Glocal Mission 

Jobs（GMJ）」及び「Skill Shift」に登録している人材約 19,000 名に対し、企業の採用方針や人

事評価制度に関する意識調査を実施した。 

「Glocal Mission Jobs（GMJ）」には地方企業に転職・副業したい都市部ハイクラス人材、

「Skill Shift」には地方企業で副業したい都市部人材の登録があり、自身のスキルを活かして

地方の企業で働くことに関心のある都市部の人材が数多く登録されている「地方で働くに興味

を持つ人材」に特化した国内唯一の 2つのデータベースである。 

彼らが地方の企業を選ぶ際にどのような点を重視するのかについて、採用・育成・職場環境

のそれぞれの観点で分析・検証することで、人材（働き手）に選ばれる企業になるためのエッ

センスを抽出するために実施した。 

 

（参考） 

 Glocal Mission Jobs（GMJ） https://glocalmissionjobs.jp/ 

 Skill Shift  https://www.skill-shift.com/ 

 

＜調査概要＞ 

調査期間：2024 年 1 月 9日（火）～1月 17日（水） 

回答数：336 名（回答率：約 1.8％） 

 

＜調査結果＞ 

調査の結果は下記の通り。 

 

■概要 

✓ 経営方針の明確化・キャリアの明確化 

魅力に感じる人材育成制度・環境として、1on1 面談等を通したキャリアパスの見える化が全

世代 1 位となっている。経営方針の明確化・キャリアの明確化を通じて、「社員に期待するこ

と」を明確化することが重要で、また 1on1面談等を通じてその役割の遂行状況や期待値を定

期的に確認することが、社員の定着に有効といえる。 

 

✓ ポジション・業務内容の明確化 

求人を見る際に重視している項目の上位は全世代とも「業務内容の詳細さ」「必要スキルの明

確さ」となっている。採用の段階からジョブを明確化することで、人材が自分にマッチしたポ

ジションであるかを判断でき、企業の採用力向上やマッチング精度の向上が可能となる。 

 

✓ 役割・期待成果の明確化 
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全世代とも「業務成果」での評価を求める傾向にある。社員の役割や期待成果を明確にするこ

とは、社員のモチベーション維持にもつながるといえる。 

 

✓ ジョブを明確化した上での人事施策の実施 

テレワークの導入や、副業制度の実施等の多様な働き方を全世代を通して求める傾向にあり、

ジョブの明確化を通じ自社に合わせた人事施策の実行を進めることで、人材確保の一助になる

と考えられる。 

 

■回答者結果 
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（２）有識者会議について 

調査にあたり、調査対象や調査項目の選定に対するアドバイスや、地域企業の課題解決につ

ながる具体的な施策やアクションの仮説検討に対して示唆を得るために、計 3 回の有識者会

議を実施し、有識者に意見を聴取した。 

 

①有識者 

・学習院大学 経営学部 経営学科 教授 守島 基博様 

・株式会社リクルート Division 統括本部 HR 本部 ジョブズリサーチセンター センター長 

政策企画室 渉外室 シニアアナリスト 宇佐川 邦子様 

・みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社 上席主任コンサルタント 森安 亮介様 

 

②会議概要 
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■第 1 回（個別訪問で実施） 

森安様：12/18(月)15:00～ 

守島様：12/25(月)11:00～ 

宇佐川様：12/26（火)11:00～ 

 

＜アジェンダ＞ 

１.本調査のゴール設定や調査の進め方について  

２.「ジョブ型」で着目するポイントについて 

３.本調査で取り上げる／参考とするべき先進事例（大企業含む）について 

４.その他、調査全体を通して、考慮すべき／追加すべき点について 

 

＜概要＞ 

・調査の目的をどこに置くか（モデル事例収集とするか、企業の実態把握とするか）によって、

企業の選定方法も変わってくる。 

・ジョブ型導入が目的ではない点は重要。外部労働市場との関係上、企業の今の人事制度が理

にかなっているかという観点ははずせない（企業によってはジョブ型がなじむわけではない） 

・企業ヒアリングの際は「課題」を切り口としてヒアリング実施すべき。 

・ジョブ型雇用は１種類ではない。活用企業の事例ベースで提示した方が良い。 

・前提として中小企業はジョブ型へのアレルギーがある可能性があり、下記内容を企業に提示

できると良い。 

― ジョブ型とは 従来の雇用（年功序列、終身雇用）と何が違うか 

― 「ジョブを明確にする」「ジョブ型の考え方を導入する」ことで中小企業に期待され

る効用、メリット 

 

 

 

■第 2 回 

開催時期：1/22(月)16:00～17:30 

 

＜アジェンダ＞ 

１.調査のゴールイメージの再整理 

 ・複数のモデル事例を整理し、地域企業向けガイダンスとしてとりまとめ 

 ・地域企業に対して、以下の観点を中心に解説 

① ジョブ型人事の考え方 

② モデル事例から読み取れる導入効果・メリット 

③ 人事制度改革・人事施策への活用イメージ 

２.企業インタビュー進捗報告 

３.人材向け意識調査の概要報告 
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４.地域企業向けガイダンスについて 

 

＜概要＞ 

・中小企業の経営課題・人材課題解決には、ジョブを明確にすることが出発点となりうる。 

・その仮説をベースにした事例収集・ヒアリングの実施。（ヒアリングの際も、ジョブをどう

明確化したかを切り口に、課題感や取組を深掘りしていく） 

・事例を踏まえて、ジョブを明確にすることの有用性を示すことが大事。 

 

■第 3 回 

開催時期：2/15(木)15:00～16:30 

 

＜アジェンダ＞ 

中小企業向けガイダンスの構成と内容について 

１．導入 

・雇用システムの変革や社会環境の変化について（人的資本経営の重要性等） 

・人材にまつわる課題の例示 ※事前も含む企業ヒアリング等から抽出 

２．ジョブの明確化の重要性 

３．事例集 

４．人材側の意識 

 

＜概要＞ 

・導入は、中小企業が見慣れている言葉で入った方が良い。人材不足に困っている企業向けに

身近に感じて頂けるようなストーリーを組み替える。 

・「ジョブ」ないし「ジョブの明確化」の定義やイメージの説明を追加すべき。 

・中小企業に、「従業員に会社が期待していることを伝えていかないといけない」というメッ

セージを伝えていきたい。ジョブを明確化しましょうというだけでなく、①従業員に何を期待

しているのか明確化する、②なぜ明確化しなければいけないのか、をガイダンスに組み込む。 

・それぞれの企業事例はジョブの明確化の点を深堀りをする。 

・人材の動向はサマリーを追加し、ジョブの明確化の根拠となる点を掲載する。 
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４．調査結果 

 

 中小企業による戦略的な人材活用・マネジメントにつなげるため、これまでの調査結果を踏

まえて「ジョブの明確化」のモデル化を実施した。 

モデル化にあたっては、企業事例収集から様々な手法・取組・効果が確認されたことから、

中小企業向けのガイダンス資料として以下の通りとりまとめた。この際、中小企業が直面する

人材不足の課題に触れ、その解決策の１つとしてジョブの明確化の重要性や有効性を示すこと

で、経営課題・人材課題解決に向けたステップとして整理した。 

 

＜概要＞ 

・中小企業が直面する経営課題の中で、「人材」を重視する経営者は特に多い。人手不足を理

由に事業継続を断念する「人手不足倒産」は、2023 年に過去最多を更新（特に、建設業・物

流業で深刻化）。生産年齢人口の減少に伴い、働き手が減少し、企業間における人材獲得競争

が激化する中、中小企業にとって人手不足は会社経営に直結する喫緊の課題となっている。 

 

 

・個人の価値観や働き方が多様化する中においては、雇用コミュニティの在り方が変化し、働

き手（個人）と組織の関係は、「閉鎖的」関係から、「選び、選ばれる」関係へと変化する可能

性がある。 

 

・働き手（個人）に選ばれる企業となるためには、「従業員エンゲージメント」＝「企業が目

指す姿や方向性を、従業員が理解・共感し、その達成に向けて自発的に貢献しようという意識

を持っていること」が重要な要素の１つである。実際に、「求める人材像」や「従業員の目指

す姿」が明確化されていると、売上高増加率が高い＝企業成長につながっているとの調査結果

もある。 
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・企業が目指す姿や方向性を明確化する上で、経営戦略と連動した人材戦略の策定と実行が重

要。自社の人材戦略において、戦略的な人材活用・マネジメントを実施する有効な手段の１つ

に、自社に真に必要な職務の定義＝「ジョブの明確化」がある。 

 

 
 

・企業インタビューより、「経営方針の明確化、ポジション・業務内容の明確化、役割・期待

成果の明確化、キャリアの明確化」等によりジョブの明確化を実施することで、「ジョブの明

確化」を出発点に人事施策を検討・実行が可能となり、中小企業が抱える人材課題、ひいては、

経営課題の解決につながる可能性があることが分かった。 
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５．参考 

 

（１）調査企業の事例一覧 

 

 

（２） 参考文献一覧 

・経済産業省「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤レポ

ート～」 

・経済産業省「人的資本経営の実現に向けた検討会報告書～人材版伊藤レポート２．０～」 

・中小企業庁「中小企業・小規模事業者の人材活用ガイドライン」 

・中小企業庁「中小企業白書  2022」 

・帝国データバンク[人手不足倒産の動向調査（2023 年）」 

 



令和５年度中小企業の人材確保に関する調査事業
（中小企業実態調査委託費）

調査報告書 概要版

2024年2月29日

株式会社みらいワークス



１．導入 ー中小企業における経営課題

1

✓ 中小企業が直面する経営課題の中で、「人材」を重視する経営者は特に多い。
✓ 人手不足を理由に事業継続を断念する「人手不足倒産」は、2023年に過去最多を更新（特に、建設業・物流
業で深刻化）。

✓ 生産年齢人口の減少に伴い、働き手が減少し、企業間における人材獲得競争が激化する中、中小企業にとって
人手不足は会社経営に直結する喫緊の課題となっている。

【出典】中小企業庁「中小企業白書 2022」 【出典】帝国データバンク[人手不足倒産の動向調査（2023年）」

人手不足倒産 年間推移 /業種別割合重視する経営課題



１．導入 ー労働市場（働き手と組織の関係）の変化

2

✓ 個人の価値観や働き方が多様化する中においては、雇用コミュニティの在り方が変化し、働き手（個人）と組織の
関係は、「閉鎖的」関係から、「選び、選ばれる」関係へと変化する可能性。

【出典】経済産業省「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤レポート～」（2020年5月）



１．導入 ー選ばれる企業になるために

3

✓ 働き手（個人）に選ばれる企業となるためには、「従業員エンゲージメント」＝「企業が目指す姿や方向性を、従
業員が理解・共感し、その達成に向けて自発的に貢献しようという意識を持っていること」が重要な要素の１つ。

✓ 実際に、「求める人材像」や「従業員の目指す姿」が明確化されていると、売上高増加率が高い＝企業成長につ
ながっているとの調査結果もある。

【出典】経済産業省「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤レポート～」（2020年5月）、中小企業庁「中小企業白書 2022」

求める人材像や従業員の目指す姿の明確化の状況別に見た売上高増加率（中央値）



１．導入 ー経営戦略と人材戦略
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✓ 企業が目指す姿や方向性を明確化する上で、経営戦略と連動した人材戦略の策定と実行が重要。自社の人材
戦略において、戦略的な人材活用・マネジメントを実施する有効な手段の１つに、自社に真に必要な職務の定義
＝「ジョブの明確化」がある。

経営戦略と連動した人材戦略の全体像

⇒ ジョブを明確化した上で実施する人材活用・マネジメント



１．導入 ージョブの明確化とは

5

⚫会社の方向性と人材の考え方の違いが発生
⚫適正な評価がされない・キャリアビジョンが見え
ない等から社員のモチベーションが低下

ジョブの明確化をしなかった場合 ジョブの明確化をした場合

⚫ 求められる役割や目標が明確となり、パフォー
マンスを発揮

⚫ 今後のキャリアプランが立てやすくモチベーショ
ンが向上

⚫曖昧な職務やスキル定義での採用により、人
材とのミスマッチが発生

⚫人材が会社のミッションや期待成果の理解が
乏しいまま入社

経営方針の明確化、ポジション・業務内容の明確化、役割・期待成果の明確化、キャリアの明確化

ジョブの明確化の一例

採用

育成

定着
⚫会社が求める役割・パフォーマンスを社員が発
揮できない

⚫人材が定着せず離職や退職へ

⚫会社の方向性や経営方針への理解・共感
⚫人材が自身に求められる役割やキャリアを理解
した上で入社

⚫ 社員の業務や役割が変化する場合の評価
が明確に

⚫ 生産性の向上等により経営にも正のインパク
トをもたらす可能性

✓ 本ガイダンスにおける「ジョブの明確化」とは、単に業務内容・職種（例：営業職募集）を明確化するだけではなく、
個人（社員）に対して求める役割や期待成果・今後のキャリア等を示すことを指す。



２．ジョブの明確化を通じた課題解決のステップ
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STEP１：
経営課題の整理

経営戦略に基づく課題の整理
会社のありたい姿と、現状のギャップを整理

STEP２：
ジョブの明確化

必要なジョブを明確化
ギャップを埋めるために、どのようなジョブが必要かを整理

STEP３：
人事施策の実行

ジョブに合った人事施策を実行
新規採用・外部人材活用、人材育成・人事評価制度の構築、働き方改革等の実行

経営課題の解決を通じた企業価値向上・経営力向上
生産性向上、既存事業の強化、新事業創出等

経営課題の解決









３．ジョブの明確化を通じた課題解決事例集

No. 企業名 所在地
ジョブの明確化の視点

経営方針 ポジション・業務内容 役割・期待成果 キャリア

1 株式会社エマルションフローテクノロジーズ 茨城県那珂郡 ○ ○

2 株式会社群馬銀行 群馬県前橋市 ○ ○ ○

3 株式会社ミナミサワ 長野県長野市 ○ ○

4 環境未来株式会社 長野県松本市 ○ ○ ○

5 株式会社静岡オリコミ 静岡県静岡市 ○ ○

6 株式会社旭ウエルテック 石川県白山市 ○

7 株式会社エス・エヌ・ジー 愛知県碧南市 ○ ○

8 椿温泉旅館しらさぎ 和歌山県西牟婁郡 ○

9 あすとみらい株式会社 鳥取県米子市 ○ ○

10 非公開 岡山県岡山市 ○ ○

11 株式会社河内 広島県広島市 ○ ○

12 シグマ株式会社 広島県呉市 ○ ○

13 向島ドック株式会社 広島県尾道市 ○

14 非公開 九州域内 ○ ○

✓ 戦略的な人材活用・マネジメントを実行している企業にインタビューを実施。自社の経営課題に基づき、ジョブの明
確化と人事施策の実施により、課題解決に向けて着実に取り組んでいる企業事例を整理。

※事例集に記載の内容は2024年2月末時点のものです。 10































【コラム】人材の動向（調査概要）

25

＜働き方に関する意識調査 概要＞
• 調査対象：株式会社みらいワークスが有する地方転職・副業プラットフォームである「Glocal Mission Jobs（GMJ）」及び
「SKill Shift」に登録している人材約19,000名

• 調査期間：2024年1月9日（火）～1月17日（水）
• 回答数：336名（回答率：約1.8％）
• 質問項目：重視する人事施策

✓ 地方で働くことに関心を持っている人材に対して、企業の採用方針や人事評価制度に関する意識調査を実施。

回答者属性



【コラム】人材の動向（調査のポイント）
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✓ 経営方針の明確化・キャリアの明確化
魅力に感じる人材育成制度・環境として、1on1面談等を通したキャリアパスの見える化が全世代1位となっている。
経営方針の明確化・キャリアの明確化を通じて、「社員に期待すること」を明確化することが重要で、また1on1面談等
を通じてその役割の遂行状況や期待値を定期的に確認することが、社員の定着に有効といえる。

✓ ポジション・業務内容の明確化
求人を見る際に重視している項目の上位は全世代とも「業務内容の詳細さ」「必要スキルの明確さ」となっている。採
用の段階からジョブを明確化することで、人材が自分にマッチしたポジションであるかを判断でき、企業の採用力向上や
マッチング精度の向上につながるといえる。

✓ 役割・期待成果の明確化
全世代とも「業務成果」での評価を求める傾向にある。社員の役割や期待成果を明確にすることは、社員のモチベー
ション維持にもつながるといえる。

✓ ジョブを明確化した上での人事施策の実施
テレワークの導入や、副業制度の実施等の多様な働き方を全世代を通して求める傾向にあり、ジョブの明確化を通じ
自社に合わせた人事施策の実行を進めることで、人材確保の一助になると考えられる。










